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図表 SECロードマップ案の概要

米国内の登録企業に対して IFRS強制適用を実施
するかに否かについては，一定の判断基準に基づ
いて２０１１年までに判断する。
 米国内の登録企業に IFRS強制適用が決定された
場合には，２０１４年から段階的に適用を進める。

一定の要件を充足する米国内の登録企業には，
２００９年１２月１５日以降に終了する事業年度からの
IFRS任意適用を認める。

２０１１年の決定にあたっては２００８年から２０１１年まで
の IASBおよび FASB間での会計基準の共通化の
達成状況や IASC財団の組織改革（モニタリング
グループの設置など）および IFRSの教育状況な
どが判断材料になる。
 はじめに
わが国では，２０１２年中を目処に IFRSの強制適用
開始時期を判断することとなっていた。しかし２０１１
年６月２１日の閣議終了後の記者会見で，金融庁の自
見症三郎担当大臣により IFRS強制適用の時期を白
紙に戻すとの発表があった。IFRSの強制適用は，
２０１２年中に開始時期を判断することとされていた。
この予定通りに２０１２年に強制適用の時期が決まれ
ば，早ければ２０１５年３月期よりわが国の上場企業に
対して IFRSが強制適用されることとなっていた。
しかしながらこの日の自見金融相の会見内容では，
２０１５年３月期からの強制適用は，「考えていない」
と強制適用の延期が示唆された。
この時期になって金融相よりこのような発表がな
された理由には，東日本大震災によるわが国企業の
混乱を考慮したという理由もあるが，昨今になって
IFRS導入に対する海外情勢が曲折してきたことに
もある。そもそも金融庁が IFRS導入を推進するよ
うになったのは，２００８年８月に米国の証券取引委員
会（Securities and Exchange Commission：以 下
SEC）が，IFRSのアドプションを決定し IFRS導入
までのロードマップを策定することを公表した頃か
らである。ヨーロッパ発の IFRSを米国がアドプシ
ョンする姿勢になったことにより，海外情勢が IFRS
導入に向けて一斉に舵を取りだした。わが国が米国
にならって IFRSのアドプションへ舵を取りだした
のもこの時期である。
SECが正式に IFRS導入を決定しロードマップ案
の公表を決定したのは，２００８年８月２７日に開催され
た委員会でのことである１）。ちょうどこの頃，８月
３０日からの日程で，国際会計研究学会の全国大会が
福岡大学にて開催されていた。その会場では，「SEC
が IFRS導入に向けてのロードマップ案の公表を決
定した」という話題で持ちきりであった。統一論題
の座長を務められていた早稲田大学の広瀬義州教授
も，冒頭の挨拶でこの SECの IFRSに対する動向に
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図表 マイルストーンにおける判断基準
 IASBとFASBとで取り交わされた会計基準の改善

国際会計基準審議会の上位組織である国際会計基
準委員会財団による資金調達，説明責任といった
IASBの独立性保持とガバナンス体制と説明責任
の強化

IFRSによる財務諸表に関するインタラクティ
ブ・データ（XBRL：タクソノミ）機能の開発・
改善

米国内での財務諸表利用者（会計専門家・投資
家・規制当局・その他の財務諸表利用者）に対す
る IFRS教育と研修
 IFRSを限定的に早期適用した企業での実績
ついて少々興奮気味に話されていたことを記憶して
いる。
このロードマップ案では，次の４点が大きなポイ
ントとされていた（図表参照）。まず IFRSの強
制適用の時期については，２０１１年までに判断する。
２０１１年の段階で IFRSの強制適用が決まった場合
は，充分な準備期間を設けた上で２０１４年から段階に
強制適用を進めていく２）。IFRSの早期（任意）適用
については，２００９年１２月１５日以後終了する会計年度
から，限定的に IFRS採用の選択権を与えるといっ
た内容が示されている。
２００８年８月の段階では，任意での IFRSの早期適
用が２００９年１２月１５日以降の会計期間から認められて
おり，２０１４年からは株式時価総額を基準とした企業
規模により３段階での強制適用が実施されることに
なっていた。しかしながら２０１０年２月になって SEC
より「IFRSの本格的導入となる強制適用の開始時
期について，米国はその時期を２０１５年以降へと後退
させる」といった声明文が発表された。これに伴っ
てわが国での IFRS導入時期も２００９年に公表されて
いた中間報告を覆すかたちで，強制適用の時期が延
期されることとなった。
本稿では，米国，日本と相次いで IFRS導入期を
延期するといった問題に視点を置き，その原因を探
る。わが国における IFRS導入に対する機運が後退
する原因は何にあるのか，IFRSが持つ「原則主義」
と「フレームワーク」といった特徴を中心にその原
因を探る。
 米国における IFRS採用のアプローチ
１ IFRS強制適用までのマイルストーン
２０１１年に判断される米国企業への IFRS強制適用
の決定に際しては，IFRSの設定主体である国際財
務会計基準審議会（International Accounting Standards
Board：以下 IASB）と米国財務会計基準審議会（Fi-
nancial Accounting Standards Board：以下 FASB）が
２００８年９月に取り交わした覚え書き（Memorandum
of Understanding：以下MOU）に基づいて，IFRSが
高品質で充分に包括的なものになっているかを検討
して判断を行うとしている。尚，この判断を行うた
めには，継続的な判断が必要となるため期間内にい
くつかのマイルストーンを設け，それぞれのマイル
ストーンにおいて達成すべきポイントが示されてい
る。
２００１１年の段階で IFRSの強制適用を決定する際
には，このマイルストーンにおける達成状況が重要
な判断材料となってくる筈であった。しかしながら
現段階での IFRS強制適用の判断は先送りされてい
る状態にある。IFRS強制適用の時期が後ろにずれ
込むことになれば，２０１１年時の IFRS強制適用の判
断材料として設けられたマイルストーンが無効とな
ってしまう恐れもある。これは２０１０年２月に SEC
より「２０１４年を想定した段階的強制適用の時期を
２０１５年以降に遅らせる」という内容の声明が発表さ
れたことにある。IFRSの強制適用は，少なくとも
１年以上後ろにずれ込むことになったのである。
IFRS採用に向けて前向きに進められてきた状況
が，強制適用の最終判断を目前にした段階におい
て，何故，その判断を延期することとなったのかを
検討する為に IFRSの成り立ちについて振り返る。
２ 会計基準の国際的調和化を目指した IASC
会計の国際的調和化を目指した国際会計基準（In-
ternational Accounting Standards : IAS）３）は，国際会計
基準委員会（International Accounting Standards Com-
mittee :以下 IASC）によって設定されたものであ
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る。IASCは，１９７３年に国際会計士連盟（International
Federation of Accountants : IFAC）に所属する９カ
国の職業会計士団体（日本からは日本公認会計士協
会）によって設立された IASの設定主体であり，
ロンドンがその拠点とされていた。
IASCの当初の目的は，活発化する企業の国際的
活動により顕在化してきた財務諸表の差によって起
こる問題を無くすために，国際的に通用する会計基
準を作成することであった。外国の企業が海外で事
業活動を展開する際に，現地の取引企業や銀行など
に提示する財務諸表が外国の会計基準で作成されて
いる場合，現地の人間がその財務諸表を正しく理解
しにくいという問題を解消するためである。これは
現地での資本調達の場面でも同じであり，外国の会
計基準で作られた財務諸表では，投資家が正しく理
解，判断しにくいという問題を解消するためでもあ
る。海外の地であっても財務諸表が有効に利用さ
れ，円滑な企業間取引や資本調達を実現するための
試みであった。つまり資本市場のグローバル化に伴
う会計基準のグローバル化ということである。
この時点での IASに対する IASCの考え方は「会
計基準の国際的な調和化」であり，「調和化（Har-
monization）」がキーワードであった。国家間での調
和化を目指すために各国に存在する会計基準を織り
込むことを考え，各国で利用されている会計基準の
総てを含む会計基準を作り出そうとしていた。会計
基準に対する国家間の調和化を優先した結果，IASC
は代替的な会計処理を数多く認めることとなり，そ
の総てを基準に織り込むという姿勢を示していた。
各国との調和化を追求するがあまり，総てを織り
込もうとして多くの代替的な会計処理を認めること
が必要となり，投資家にとって分かりやすい財務諸
表にはなり得なかったのである。結果，資本市場か
らは評価されずに IASを適用する企業の数はそれ
ほど増えることは無く，また国レベルでも IASを
自国の会計基準として採用する国は少なかったと言
われている４）。
結局，国際的に共通で通用する国際会計基準を設
定し，海外での資本市場における資金の効率的な流
れを作り出そうとする考えは実現できなかったので
ある。つまり IASCが国際会計基準の設定主体であ
った段階では，現実的に IASは国際的な会計基準
として充分に機能することは無かったのである。
３ 国際会計基準の調和化から収斂へ
IASCの行った会計基準の国際的調和化では，活
発化する企業の国際的活動により生じる財務諸表の
差による問題を無くすには至らず，国際的に通用す
る会計基準とはなり得なかった。
しかしこのような IASの状況に業を煮やした証
券監督者国際機構（International Organization of Se-
curities Commissions：以下 IOSCO）が，この IASの
状況を打破すべく行動をとった。IOSCO自身もグ
ローバル化した資本市場に適応できる国際会計基準
の必要性を認めており，その実現を強く望んでい
た。そこで IOSCOは，１９８７年９月より IASCの諮
問グループに参加し「財務諸表の比較可能性」とい
ったプロジェクトを開始することとなった。
ここで IOSCOが強くイニシアティブをとったの
は，このプロジェクトにおいて IASが国際的な資
本市場において採用されることを第一命題として捉
えたからである。そのために何よりも必要な IAS
に対する改善・拡張は，IASCが国際的調和化を強
く意識するあまり多岐に渡って増加した代替的な会
計処理の選択肢を削減することであった。そもそも
国際的に統一された会計基準の設定が目的であった
にも関わらず，その中で統一されずに多くの選択適
用が許されていることが矛盾していたからである。
また，１９８８年１１月にメルボルンで開催されたIOSCO
の第１３回年次総会５）で，国際的なディスクロージャー
制度の統合に対し積極的に取り組む方針を明らかに
するとともに，国際間で相互に承認し得る IAS作
りを続けている IASCの活動を支持する声明文を公
表した。この IOSCOの声明により IASを取り巻く
状況が大きく変化しはじめた。
IASCにとって IOSCOの表明は，IASを国際的な
会計基準として機能させるための大きな後ろ盾とな
った。つまり IOSCOが IASの承認を決定すれば，
IASが国際的な資本市場において国際的な会計基準
として用いられる可能性が強くなるということであ
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る。このことは自身が法的強制力を有しない IASC
にとっては大きな転換点となった６）。
当初，IASCは「調和化」といったスタイルで IAS
を設定していくことを考えていた。「調和化」とい
う言葉から捉えられるのは，「お互いにお互いの違
いを認め合っていく」という緩やかなイメージがあ
る。しかし実際は言葉の緩やかイメージとは異な
り，これを実践することは非常に困難なことである
は想像に難しくない。この調和化に苦しむが故に
IASCは，調和化を図るために総てを織り込むとい
う無茶な行動に出て，IASの設定に失敗したのだと
いえる。
しかし IOSCOの後ろ盾を得た現在，IOSCOの考
え方は「もっと代替的処理の少ない会計基準として
高品質のものにすること」である。調和化の時のよ
うに各国の会計に対する考え方や都合を過度に尊重
する必要は無くなったわけである。この変化によっ
て国際会計基準としての IASが調和化を目指すと
ころから収斂（Convergence）へと変わる可能性が
生まれたのである。ここからは国際会計としてある
べき姿の IASが IASCと IOSCOという２つの組織
によって設定されていくことになる。ここまでが
IFRS誕生へのマイルストーンのひとつである。
１９８７年より始まった「財務諸表の比較可能性プロ
ジェクト」は，６年を超える歳月を経て１９９３年１１月
のオスロで開催された理事会で IASの改正が一括
承認された。これにより「財務諸表の比較可能性プ
ロジェクト」は幕を下ろしその役割を完了した。
その後，IASは，IOSCO側から改訂を求められ
ていた４０項目の包括的コア・スタンダードの完成に
取り組み，２０００年３月にサンパウロで開催された理
事会で，最後の IAS第４０号「投資不動産」の承認
をもって包括的コア・スタンダードを完成させ
た７）。この包括的コア・スタンダードの完成を受け
て，IOSCOは，同年５月に開催されたシドニー総
会で IASへの支持表明を行い，IOSCOメンバーに
対して外国企業の各国での上場に「IASC２０００基準
書」と呼ばれる３０項目の IAS８）の使用を認めるよう
勧告がなされた。これが IOSCOによる IASへの支
持表明となり，IASが二度目の国際会計基準とし
図表 IAS コア・スタンダード
IAS１ 財務諸表の表示 IAS２３ 借入費用
IAS２ 棚卸資産 IAS２４ 特別利害関係の開示
IAS４ 減価償却の会計 IAS２６ 退職給付制度の会計及び報告
IAS７ キャッシュ・フロー計算書 IAS２７ 連結財務諸表並びに小会社に対する投資の会計処理
IAS８ 期間純損益，重大な誤謬及び会計方針の変更 IAS２８ 関連会社に対する投資の会計処理
IAS１０ 後発事象 IAS２９ 超インフレ経済下の財務報告
IAS１１ 工事契約 IAS３１ ジョイント・ベンチャーに対する持分の財務報告
IAS１２ 法人所得税 IAS３２ 金融商品－開示及び表示－
IAS１４ セグメント別報告 IAS３３ 一株当たり利益
IAS１６ 有形固定資産 IAS３４ 期中財務報告
IAS１７ リース IAS３６ 資産の減損
IAS１８ 収益 IAS３７ 引当金，偶発債務及び偶発資産
IAS１９ 従業員給付 IAS３８ 無形資産
IAS２０ 国庫補助金の会計及び政府援助の開示 IAS３９ 金融商品－認識及び測定－
IAS２１ 外国為替レート変動の影響 IAS４０ 投資不動産（２０００年３月）
IAS２２ 企業結合 IAS４１ 農業会計（２００３年１月）
廃止項目
鈴木雄一郎
―２４―
て，その道のりを歩み始めることになった。
IASの一度目の国際会計基準としての道のりは緩
やかでは無かった。IASを国際的に通用する会計基
準として採用する国や企業の数も充分ではなかっ
た。その原因は，IASCが「調和化」というスタイ
ルを採ったがために，各国の会計基準を尊重し過
ぎ，代替的な会計処理が数多く存在する会計基準と
なってしまったからである。その結果，国際的に統
一された財務諸表として，グローバル化した資本市
場に対応できる財務諸表とはほど遠いものとなって
しまったからである。これに対し IOSCOを中心と
する団体が，代替的な会計処理の存在を否定し，「も
っと代替的処理の少ない会計基準として高品質のも
のにする」ことを IASに要請した。実際に IOSCO
も IASCの諮問グループに参加して真の国際会計基
準作りに積極的な取り組みをみせていく。この時が
「調和化（Harmonization）から収斂（Convergence）」
へと変化するタイミングだったと考えられる。
４ IASCから IASBと IFRSs の設立
IOSCOからの働きかけを得て IASCは２００１年に大
きな改組転換を実施した。単純に IASCが IASBに
継承されたのではなく，全く異なる組織形態へと変
化したのである。まず既存の会計基準の設定主体で
あった IASCは，新しい基準の設定主体としての
IASBへとその機能を承継した。
IASBはロンドンを本拠地として，２００１年からそ
の業務をスタートさせた。IASBは公共の利益に資
する為に，一般目的財務諸表に対して透明性と比較
可能性を要求しており，高品質かつ国際的な一組の
会計基準の開発を進めることを公約としている。目
的達成のために IASBは，世界中の会計基準をコン
バージェンスすることに向かって各国の会計基準設
定主体と協力をしている。
IASBのメンバーは，専門家としての深い経験を
有し世界各国と連携していく責任を負っている。
IASC財団によって IASBのメンバー選出，監督，
資金調達が行われている。IASC財団は，多くの金
融制度から資金調達を行っており，それは規制機
関，基準設定機関，国際団体やそれ以外の会計関係
の団体から会費や支払いを得ている９）。
IASBへとその機能を承継した IASCは，IASBの
上位組織としての国際会計基準委員会財団（Interna-
tional Accounting Standards Committee Foundation :
以下 IASC Foundation）へと改組された（現在は IFRS
Foundationと改名）。IASC Foundationには，２２名で
構成される評議員会（Trustees）が置かれ，IFRSの
設定機関である IASBを中心に，専門的なアドバイ
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スを行う基準諮問委員会（Standards Advisory Coun-
cil : SAC），IFRSに対する解釈指針を作成する解釈
指針委員会（International Financial Reporting Inter-
pretations Committee : IFRIC）が主要な機関として
設置された。IASC Foundationは，それぞれの下位
機関のメンバーの指名や，基準設定主体である
IASBに対する監視・統治をおこなうと同時に，
IASBの活動に必要な資金調達などの財務活動を担
当した。IASC Foundationは，IASBなどをコント
ロールする機関として存在し，その財団の名称には
しっかりと IASCの名が残されていた１０）。図中に含
まれる「Monitoring Board」と「IFRS for SMEs」
は，IASC Foundationの設立当時から存在したもの
ではなく後に追加で設置されたものである。
Monitoring Boardは，IASC Foundationの活動を監
視するのが狙いであり，その任務は，IFRSが高
品質の国際基準として通用するよう継続的な発展に
協力する。IASBの独立性を確保しつつ IASC
Foundationの公益監視機能を監視する。の２つを達
成するために設置された。また IFRS for SMEsは，
“Small and Medium−Sized Entities”の名のとおり
中小企業向けの簡略版 IFRSとして新たに設定され
た。Monitoring Boardも IFRS for SMEsの両者とも
２００９年に登場したものである。
５ 国際会計基準と国際財務報告基準
ここまで IASCから IASBへの改組転換について
述べてきた。そして基準の設定機関としての IASB
の対象が国際財務報告基準（IFRS）であることも
述べた。IFRSが「国際会計基準」と表記されるこ
ともあるが，これは正しい表記とは言えない。IFRS
は正しくは「国際財務報告基準」と表記されるべき
である。
基準設定機関としての IASBの対象は IFRSだけ
でなく IFRSsにある。ここでいう「IFRSs」の表記
は「IFRS」という表記とは区別されている。最後
の小文字の「s」を付けるか否かで指すものが異な
ってくる。「IFRS」という表記は，正しくは IASB
が基準設定した国際財務報告基準（IFRS）を指す。
一方，「IFRSs」と表記した場合は，IFRSのみなら
ず IASC時代に設定された国際会計基準（IAS）を
も含めて指す。つまり IFRSsの表記は IASB時代に
基準設定した IFRSと，IASC時代に基準設定した
IASの両方を併せて含意しているのである。
IFRSsの中身は国際会計基準（IAS）と国際財務
報告基準（IFRS）といった２つの基準である。し
かし IFRS財団の IASBの中心的な対象は IFRSの方
にある。IASの方は IASCから承継したものであっ
て，IASが今後，追加で公表されることは無い。IASB
が今後，中心的に取り扱って行かなければならない
のは，IFRSの方である。本来，IFRSの意味する「国
際財務報告基準」が前面に出てこなければならない
ところ，IFRSsの中に IASが承継されているが為に
「国際会計基準」の名称をそのまま IFRSの表記と
して使ってしまったのだろうと考えられる。
しかしこの言葉の表記ミスだけであるならば大き
な問題とはならないであろうが，IFRSを「国際会
計基準」として捉えてしまうと，大きな問題が出て
くるのである。それは，「IASから IFRSへという進
化の中で，既存の「会計」といった言葉の範疇には
収まり切らない新たな方向性が「国際会計基準」と
いう言葉に覆い隠されてしまったようだ」１１）という
指摘である。IFRSは，単なる会計基準のバージョ
ンアップではなく，今までの会計とは全く異なる思
考で捉えなければならない。従来の会計思想から比
べると革命的変化とすらいえる内容である。今まで
の会計基準のように国際的な財務報告を行うための
会計基準を設け，それに従った会計処理を行えば
IFRSの考える国際財務報告が実現できるというわ
けでないない。IFRSは今までの会計基準とは全く
異なる思考で捉えないとその実現はできないと同時
に現在まで培ってきた会計思想までをも無駄にして
しまう可能性がある。
この「会計基準から財務報告基準へ」という変化
は，IASCが国際的調和化を図るために基準の設定
を行った IASがそれほどの支持を得られていなか
った時代に，IOSCOが「財務諸表の比較可能性プ
ロジェクト」という形で参加してきた時に遡る。
IOSCOは，証券監督者国際機構という立場から，
その保護対象は投資家であることに間違いは無い。
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IOSCOの考え方は当然のことながら「投資家保護」
が第一命題となっている。つまり IOSCOの目指し
ているものは，財務諸表を作成するための会計とい
うアルゴリズムではなく，投資家の意思決定に有用
な情報提供が可能な財務報告基準だったのである。
少々乱暴な言い方をすれば IFRSは会計基準ではな
く，国際的な比較可能性を確保した財務報告の作成
基準ということである。この投資家保護を第一命題
としている国際財務報告基準を，国際会計基準とし
て捉えたまま導入を実施した場合，自国の会計基準
とのアドプションの実現は，困難を極めることにな
るであろう。
 IFRS 導入が延期された原因
１ IFRSが採用する原則主義
わが国の企業会計原則，米国の米国財務会計基準
書（Statement Financial Accounting Standards：以下
SFAS）といった規則は，細則主義によって規則の
設定が行われている。細則主義とは，会計処理上で
の様々な局面での事象を想定して，ルールや基準を
あらかじめ詳細に規定しておく基準設定の方法であ
る。IASBによって設定されている IFRSでは，日
米とは異なる原則主義によってその規則の設定が行
われている。原則主義とは，基本となる原理原則だ
けを設定しておき，細かい規則や数字，計算等の基
準は設定せずに最小限のガイダンスだけが示されて
いる。
日米での会計基準のように細則主義によって事細
かなルールが用意されていれば，詳細に定められた
ルールに従って会計処理を進めれば基準によって求
められている財務諸表が作成できることになる。一
方，最小限のガイダンスだけしか示されていない原
則主義による IFRSでは，ガイダンスにだけ従えば
IFRSが求めている財務諸表が作成されるという訳
にはいかない。つまり IFRSが求めている「投資家
の意思決定に有用な財務情報」となる財務諸表がガ
イダンスに従うだけで完成される訳ではないのであ
図 IFRSs の構成
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図表 IFRSが存在しない場合の対応
（a）
利用者の経済的意思決定のニーズに対する目的
適合性がある。
（b） 財務諸表が次のようであるという点で信頼性が
ある。
（） 企業の財政状態，財務業績及びキャッシュ
フローを忠実に表す。
（） 法的形式だけでなく取引その他の事象及び
状況の経済的実質を反映する。
（） 中立である，すなわち偏りがない。
（） 慎重である。
（） すべての重要な点で完全である。
図表 IFRSが存在しない場合の類推適用
（a）
類似の事項や関連する事項を扱っている IFRSの
定め
（b）フレームワークにおける資産，負債，収益及び費
用に関する定義，認識基準及び測定概念
る。投資家の要求に応えられる財務情報が記載され
ている財務諸表を作成するためには，財務諸表の作
成者である企業や企業の会計担当者の適切な判断が
必要となる。
原則主義が採用されている場合，最小限のガイダ
ンスだけでは会計担当者が判断できない事例が出て
くることも考えられる。会計担当者が判断できな
い，若しくは IFRS本体で明示されていない様な場
合には，IFRS本体とは別に用意されているフレー
ムワークに立ち戻って判断できる仕様になってい
る。
IAS第８号「会計方針，会計上の見積もりの変更
及び誤謬」の第７項で，「ある IFRSが取引その他
の事象又は状況に具体的に当てはまる場合には，当
該項目に適用される会計方針は，その IFRSを適用
して決定しなければならない。」１２）としている。また
第１０項で，「取引その他の事象又は状況に具体的に
当てはまる IFRSが存在しない場合には，経営者
は，次のような情報をもたらす会計方針を策定し適
用する際に判断を用いなければならない」１３）として
次のような例を挙げている。
更に第１１項では，「第１０項に記載されている判断
を行うにあたり，経営者は次に掲げる根拠資料を上
から順に参照し，その適用可能性を検討しなければ
ならない。」として次の２つの方法を挙げている。
原則主義を採用している IFRSs（IFRS+IAS）では，
IAS第８号の中で IFRSsに具体的に当てはまる基準
が存在する場合は，IFRSsを適用しなければならな
いと規定している。また IFRSsに当てはまる基準が
存在しない場合には，その事象や取引の会計処理を
検討するにあたり，類似の事項や関連する事項を取
り扱った IFRSsの規定を採用することを求めてい
る。そして IFRSsの中から類似，関連する事項の規
定が存在しない場合は，フレームワークに立ち戻っ
て，その適用可能性を検討することを規定してい
る１４）。
このように原則主義を採用する場合には，その概
念を規定したフレームワークによって会計処理担当
者が概念に一致した会計処理を選択適用しなければ
ならない。つまり IFRSを採用した場合には，企業
や会計処理担当者の負担が増えることになる。何
故，IFRSがこの負担が増えることになる原則処理
を採用したのかを理解する必要がある。これまで米
国の FASBやわが国の企業会計原則が採用してきた
細則主義では無く，IFRSが原則主義を採用した理
由には，いくつかの理由が存在している。
２ IASBが IFRSに原則主義を採用した理由
IASBが国際財務報告基準となる IFRSに原則主
義を採用してその設定を行った理由の中で最も大き
な理由は，近年においてその限界が露呈されること
が多くなった細則主義の限界であると考えられる。
細則主義の限界とは何であろうか？上述したよう
に細則主義では，会計処理の様々な場面を想定して
事細かな規定を設けて基準の設定を行っていく。こ
の細則主義による基準設定によれば，想定されてい
る事細かな規定が設定されている場面では設定され
ている基準が有効に働くことが期待される。しかし
一度，想定外の場面に直面した時には，脆くも基準
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が有効に働くことは無くなってしまうのである。つ
まり細則主義による基準設定では，想定内での事柄
にしか対応することができず，想定外の事柄に対し
ては全く対応することが出来ずに無機能化してしま
うのである。
IASBが今までの会計基準が主流としていた細則
主義を採用せずに，原則主義を採用した最大の理由
は，上述した細則主義の限界がその最たる理由であ
る。つまりどんなに細則主義において様々な想定を
おいて基準の整備を続けたとしても，必ず基準と基
準の隙間を狙った想定外の行動をとる者が後を絶た
ないからである。丁度，IASCから IASBへの改組
転換が行われた時期にも，会計基準の隙間を狙った
世界経済を揺るがす不正会計事件が米国において立
て続けに起こっていた。
その一つが２００１年１２月に起きた総合エネルギー会
社として世界をリードしてきたエンロン社が引き起
こした不正会計疑惑事件である。エンロン社が海外
に設立した特別目的事業体（Special Purpose Entity：
以下 SPE）を利用した不正会計を行っていた。SPE
を経由して JPモルガン・チェースとの間でプリペ
イド取引と呼ばれる前払いを前提とする特殊な取引
を行った末に１５０億ドルに迫るまで負債を膨れあが
らせて倒産した。当時，史上最大の倒産劇として世
界中に報道された。
その翌年，２００２年７月には大手通信会社であった
ワールドコムが，同社社長の個人的に行った自社株
の信用取引で被った債務を，会社が肩代わりすると
いった粉飾決算を行っていた末に倒産するという事
件が起きた。この事件も史上最大の倒産劇の更新と
して世界中に報道されたものである。この２つの事
件により僅か半年余りの間に史上最大の倒産劇が更
新されるという，前代未聞の不祥事が起きたのであ
る。
IASBが IFRSに原則主義を採用した理由は，こ
のような企業による細則主義の隙間を狙った不正会
計処理が行われことにより世界経済に大打撃を与え
たことが原因となっているからである。「細則主義
よりも原則主義が優れているから IFRSは原則主義
を採用した」といった表現がされることもあるが，
「米国が細則主義を利用していたから，IFRSは原
則主義を採用した」という表現がされることもあ
る。いずれにしても企業の行う不正会計処理に対し
て，細則主義は総ての穴を塞ぐことは出来ないとい
う細則主義が持つ限界を表している意味においては
同じである。
特にエンロン事件，ワールドコム事件といった不
正会計処理が行われた事件では，企業の不正会計処
理の裏で監査法人や金融機関という会計のプロが細
則主義の抜け道へ手招きしていたという事実も浮上
した。このことから推察しても IASBが国際財務報
告基準を策定する際に細則主義を採用するといった
選択肢は無かったものと思われる。
３ 日本への IFRS導入が延期された理由
日本への IFRS導入が延期される最大の理由は，
IFRSの持っている原則主義への理解が不十分であ
ったと言わざるを得ないが，理由はそれだけでは無
いと考えられる。IFRSの立ち上げを中心に行って
きたのは欧州である。IASBの拠点がロンドンにあ
ったということだけではなく，IASBの前身である
IASCが IASに取り組んでいた時代においても欧州
が中心となって活動しいたからである。
米国も IASCのメンバー国として参加はしていた
が，積極的に IASの設定に取り組んでいたわけで
は無い。新たな国際的に統一された会計基準が設定
されるにあたって，出来る限り自国の会計基準を組
み入れたかったというのが本音であったと思われ
る。つまり国際的に統一された会計基準を新たに策
定するというよりも，自国の会計基準を国際的に統
一された会計基準へと組み込みたかったというのが
本音であろう。
一方，わが国での取り組みはどうであったかを考
えると，わが国での IFRSへの取り組みも IASBの
方向を見ての取り組みでは無かったといえる。やは
り IASBよりも米国や FASBの動きに注意を注ぎな
がらの取り組みであったと言える。そのために IFRS
の導入に欠かすことの出来ない原則主義の理解や，
原則主義を支えるフレームワークの理解が不十分で
あったと言える。米国においても日本においても，
IFRS導入延期についての一考察
―２９―
既存する自国の会計基準への IFRSのコンバージェ
ンスがもっと容易に行えると考えての取り組みであ
ったと考えられる。しかしながら米国においても日
本においてもコンバージェンスは思うように進ま
ず，コンバージェンスからアドプションへ変更する
といったように混迷を極めていた。そしてアドプシ
ョンへの取り組みも完成を見ないまま IFRSの導入
は延期という流れになったのである。
日本での IFRS導入が延期されるに至った原因の
一つは，欧州発若しくは国際的統一という視点を持
たずに，その視点は米国に向いていたことにある。
IFRSという欧州発の国際財務報告基準の導入を進
めるのに際して，欧州を発祥の地とする IASBを見
ずに米国の様子を窺いながら IFRSの導入を進めよ
うとしたことにある。少なくとも２００１年に IASCよ
り改組転換された IASBには，米国の会計基準に対
して懐疑的な目を持っていたことを日本では認識で
きていなかった。また IASBが米国の会計基準が持
っている細則主義の限界を見極めた上で，IFRSの
基準設定に取り組んでいたことも認識出来ていなか
ったのである。ある意味，IASBは，米国の会計基
準を否定する姿勢で IFRSの設定に取り組んでいた
のに，日本は欧州の方向を見ずに米国の方向を見な
がら IFRSの導入を進めていたと言える。
もう一つの原因は，IFRSの持っている原則主義，
また原則主義を支えるフレームワークの存在に対す
る認識が充分でなかったことである。これは先に述
べた IFRSの導入に際して日本の視点が欧州にでは
なく米国に向いていた事に繋がるが，原則主義の考
え方を充分に理解しないまま細則主義で設定されて
いるわが国の会計基準へコンバージェンスを実施し
ようとしたことである。この原則処理とフレーム
ワークといった表裏一体の関係への理解が不十分で
あるにも関わらずに，米国の動向へよそ見をしなが
ら IFRS導入へと進んだことが失敗の原因となった
のである。
 まとめにかえて
２０１２年中にわが国への本格的な IFRS導入時期を
決めるという枠組みの中で，前年になって急遽，導
入の判断時期を延期するとの発表があった。わが国
への IFRS導入は既に既定路線に乗っていたにも関
わらずに，導入への判断時期を遅らせるとのことで
あった。この発表を聞いて，判断時期の遅延だけで
はなく導入そのものが白紙になるのではないかと感
じた。その理由は，判断時期の期限である１２年末ま
でに１年以上を残しての発表だったからである。判
断時期までに１年以上の猶予あれば導入に向けての
調整的な事柄であれば，充分な時間は残されている
と判断できる。そう考えると今回の導入時期への判
断を延期するという発表は，IFRSの導入そのもの
が覆される可能性もあるのではないかと考えられる
のである。
IFRS導入そのものが白紙になるような問題だと
すれば，現在まで既定路線で進んできた内容が覆さ
れる程の内容だと考え，IFRSの根本に関わる問題
について考えた。そこで浮かんできた問題が今回取
り上げた IFRSの原則主義と，この原則主義を支え
るフレームワークの問題である。この原則主義とフ
レームワークの関係は，様々な法律や規則で細則主
義を採用してきたわが国では，馴染みの薄いもので
あり自身で判断しなければならないという質的な点
で困難が伴うかもしれない。また細則主義による法
律や規則での物量的な問題というのも同時に存在し
ている。
原則主義で設定されている IFRSの基準書が約
２，７００ページのボリュームであるのに対して，細則
主義に基づく米国の FASBの基準書は約２７，０００ペー
ジにも及ぶとされている。例え専門家であったとし
ても２７，０００ページに及ぶ基準書を自由に使いこなす
ことが出来る人間がこの世界に何人存在するのであ
ろうか。少し古い話であるが，この FASBの基準書
が肥大化している問題に対して，元 FASB会長の
Dennis R. Beresford氏が雑誌“Financial Executive”
の中で「U.S. GAAPは，他のどの国よりも質と量
の両側面において緻密である」１５）と自負すると同時
に FASB VIEWPOINTSの中で「U.S. GAAPは，と
ても緻密すぎて米国の国際的競争力を削ぎ落と
す」１６）と述べている。
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細則主義によって法律や規則を設定した場合，
ルールの欠落状態を作らんとして規則が膨大化して
しまうことは避けられない欠点であると考える。ま
たいかに緻密な法律や規則であったとしても，情報
量が膨大になりすぎて，専門家でしか理解できない
ものになっていたとしたらそれも失格だと考える。
会計基準に関わらず法律や規則，基準といったもの
に原則主義での設定をしていくこと，原則主義から
如何に行動するべきなのかを判断できる人材育成と
いったものがこれからの社会では必要なのではない
かと考えている。
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